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議案第１号 

令和４年度伊万里・有田消防組合一般会計予算 

令和４年度伊万里・有田消防組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２９６，４６７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は

１００，０００千円と定める。 

令和４年２月２５日提出 

伊万里・有田消防組合 

管理者 深 浦 弘 信 
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第２表 地方債 

 
 
 

 

起  債  の  目  的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方法 

 千円    

高規格救急自動車整備事業 
（緊急防災・減災事業） 

30,000 

普通貸借 

5.0％以内 
（ただし利率見直し
方式で借り入れる政
府資金及び地方公共
団体金融機構資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては当該見直し後の
利率） 

据置期間、償還年限
等については、借入先
の定める条件に従う。 
ただし、組合財政の

都合により一部繰上償
還をなし、若しくは償
還年限を短縮し又は低
利債に借り換えをする
ことができる。 資機材搬送車整備事業 

（緊急防災・減災事業） 
15,400 

合   計  45,400    
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2 使用料及び手数料

3 財産収入
- 9 - 



4

4

5

- 10 - 



組合債

4

- 11 - 



３

- 12 - 



- 13 - 



 

- 14 - 



- 15 - 



- 16 - 



- 17 - 



- 18 - 



- 19 - 



- 20 - 



401

539

- 21 - 



- 22 - 



- 23 - 



- 24 - 



- 25 - 



- 26 - 



- 27 - 



- 28 -



- 29 -



 

- 30 -



5 予備
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給 与 費 明 細 書 

 
１ 特 別 職                               （単位：千円） 

区 分 
職員数 

（人） 

給   与   費 

共済費 合 計 備 考 
報 酬 給 料 

期末 

手当 

その他 

の手当 
計 

本
年
度 

長  等 2 0 0 0 0 0 0 0  

議  員 10 0 0 0 0 0 0 0  

その他の 

特 別 職  
1 0 0 0 0 0 0 0  

計 13 0 0 0 0 0 0 0  

前
年
度 

長  等 2 0 0 0 0 0 0 0  

議  員 10 0 0 0 0 0 0 0  

その他の 

特 別 職  
1 0 0 0 0 0 0 0  

計 13 0 0 0 0 0 0 0  

比 

較 

長  等 0 0 0 0 0 0 0 0  

議  員 0 0 0 0 0 0 0 0  

その他の 

特 別 職  
0 0 0 0 0 0 0 0  

計 0 0 0 0 0 0 0 0  
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２ 一般職 
⑴ 総括 

区 分 
職員数 
（人） 

給 与 費 
共済費 合 計 備 考 

報 酬 給 料 職員手当 計 

本年度 （3） 

126 
― 487,996 399,958 887,954 176,896 1,064,850  

前年度 （3） 

125 
― 482,342 432,554 914,896 180,729 1,095,625  

比 較 
（0） 

1 
― 5,654 △32,596 △26,942 △3,833 △30,775  

※（ ）内は短時間勤務職員数で、外数である。 
 

職
員
手
当
の
内
訳 

区 分 扶養手当 管理職手当 
時間外勤務

手    当 

休日勤務 

手   当 

特殊勤務 

手    当 

夜間勤務 

手    当 

本年度 30,006 4,980 30,814 48,438 6,749 10,529 

前年度 29,748 4,356 28,380 47,859 6,322 11,303 

比 較 258 624 2,434 579 427 △774 

区 分 
期末勤勉 

手    当 
住居手当 通勤手当 児童手当 退職手当 

管理職員 

特別勤務手当 

本年度 190,502 5,558 8,691 19,240 44,429 22 

前年度 199,523 5,764 8,698 20,355 70,225 21 

比 較 △9,021 △206 △7 △1,115 △25,796 1 
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⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細 

区 分 増減額 増減事由別内訳 説 明 備 考 

給 料 

 

5,654 

１ 

給与改定

に伴う増

減分 

 

0 

 
給料改定前給料総額 
×給与改定率 

 
給与改定の状況 
区分 給与改定率 給与改定実施期間 

本年度 
前年度 

 

 

 

 

２ 

昇給に伴

う増加分 

 

 

730 

 
普通昇給前給料総額 
×平均昇給率 

 
平均昇給率 1.834% 

３ 

その他の

増減分 

 

4,924 

   

 
新陳代謝及び異動等

による増減分 

 
職員数の異動状況 

区分 
職 員数

（人） 
そ の 他

（人） 
  計 
（人） 

本年度 126 3 129 

前年度 125 3 128 

増 減 1 0 1 
 

職員 
手当 

 

△ 

32,596 

１ 

制度改定

に伴う増

減分 

△ 

6,740 

 

 

期末手当  △6,740 

勤勉手当       0 

 

期末勤勉手当･・4.45月分を 4.30月分へ 

0.15月分引下げ 

２ 

その他の

増減分 

 

△ 

25,856 

 

扶養手当      258 

管理職手当     624 

時間外勤務手当 2,434 

休日勤務手当  579 

特殊勤務手当   427 

夜間勤務手当 △774 

期末勤勉手当△2,281 

住居手当    △206 

通勤手当      △7 

児童手当   △1,115 

退職手当  △25,796 

管理職員特別勤務手当  1 
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⑶ 給料及び職員手当の状況 
  ア 職員一人当たり給与 

区 分 消防吏員（行政職） 

令和４年１月１日現在 

平均給料月額（円） 316,308 

平均給与月額（円） 334,878 

平 均 年 齢（歳） 41.7 

令和３年１月１日現在 

平均給料月額（円） 318,718 

平均給与月額（円） 342,053 

平 均 年 齢（歳） 42.1 

 
  イ 初任給 

区 分 
消防吏員（円） 

（行政職） 

国の制度（円） 

行政職（一） 

高校卒 150,700 150,600 

大学卒 172,200 182,200 

 
ウ 級別職員数 

区 分 
消防吏員（行政職） 

級 職員数（人） 構成比（％） 

令和４年１月１日現在 

７級 3 2.3 

６級 4 3.1 

５級 14 10.9 

４級 49 38.3 

３級 27 21.1 

２級 12 9.4 

１級 19 14.9 

計 128 100.0 

令和３年１月１日現在 

７級 3 2.3 

６級 4 3.1 

５級 12 9.2 

４級 51 38.9 

３級 24 18.3 

２級 18 13.7 

１級 19 14.5 

計 131 100.0 

 

- 35 - 



（級別の標準的な職務内容） 
区 分 ７級 ６級 ５級 

消防吏員 
（行政職） 

消防本部 
消防長の職務 
困難な業務を行う次長

の職務 

次長の職務 
課長の職務 

副課長の職務 
室長の職務 

消防署 
困難な業務を行う署長

の職務 
署長の職務 

副署長の職務 
課長の職務 
困難な業務を行う副課

長の職務 
分署長の職務 

 
４級 ３級 ２級 １級 

係長の職務 
主査の職務 

副主査の職務 
高度な知識又は経験を

必要とする業務を行う

職員の職務 

定型的な業務を行う職

員の職務 
副課長の職務 
副分署長の職務 
係長の職務 
主査の職務 

 
エ 昇給 

区  分 職 員 数 消防吏員（行政職） 

本
年
度 

職員数（A）（人） 125 125 

昇給に係る職員数（B）（人） 121 121 

号給数別内訳 

２号給 （人）   

４号給 （人） 89 89 

６号給 （人）   

８号給 （人）   

その他 （人） 32 32 

比 率 （B）／（A）  （％） 96.8 96.8 

前
年
度 

職員数（A）（人） 131 131 

昇給に係る職員数（B）（人） 119 119 

号給数別内訳 

２号給 （人）   

４号給 （人）  99  99 

６号給 （人）   

８号給 （人）   

その他 （人） 20 20 

比 率 （B）／（A）  （％） 90.8 90.8 
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  オ 期末・勤勉手当 

区分 

支給期別支給率 支給率計 
職制上の段階、職務の級

等による加算措置 
備考 

６月（月分） １２月（月分） （月分） 

本 年 度 
（1.125） 

2.15 

（1.125） 

2.15 

（2.25） 

4.30 
有  

前 年 度 
（1.175） 

2.225 

（1.075） 

2.075 

（2.25） 

4.30 
有  

国の制度 
（1.125） 

2.15 

（1.125） 

2.15 

（2.25） 

4.30 
有  

※（ ）内は再任用職員に係る支給率である。 
 
 
  カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区分 
２０年勤続

の者（月分） 

２５年勤続

の者（月分） 

３５年勤続

の者（月分） 

最高限度 

（月分） 

その他の 

加算措置等 
備考 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期 

退職特例措置 

（2～20％加算） 

 

国の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期 

退職特例措置 

（2～45％加算） 

 

 
 
 
  キ 特殊勤務手当 

区分 全職種 消防吏員（行政職） 

給料総額に対する比率（％） 1.3 1.3 

支給対象職員の比率（％） 
（令和３年１月１日現在） 

特勤手当対象者数 左と同じ 

代表的な特殊勤務手当の名称 救急活動手当、災害活動手当、深夜勤務手当、防疫等作業手当 
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  ク その他の手当

区分 国の制度との異同 差異の内容 

扶養手当 同 じ 

住居手当 

家賃額（月額） 

① 16,000円を超え、27,000円以下

家賃額‐16,000円

② 27,000円を超え、61,000円未満

（家賃額‐27,000円）×1/2

＋11,000円

③ 61,000円以上

28,000円

家賃額（月額） 

① 12,000円を超え、23,000円以下

家賃額‐12,000円

② 23,000円を超え、55,000円未満

（家賃額‐23,000円）×1/2＋

11,000円

③ 55,000円以上

27,000円

通勤手当 

交通機関利用者 

‥全額支給限度額同じ 

交通用具使用者 

‥市域が広いため異なる 

2km以上 5km未満  2,000 円 

5km以上 8km未満  4,300 円 

8km以上 10km未満  6,500 円 

10km以上 15km未満  8,500 円 

15km以上 20km未満 10,600 円 

20km以上 30km未満 12,000 円 

30km以上 40km未満 13,600 円 

40km以上 15,000 円 

単身赴任手当 同 じ 
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 
当該年度末における現在高の見込みに関する調書 

区 分 
前々年度末 
現 在 高 

前 年 度 末 
現在高見込額 

当該年度中増減見込 
当該年度末  
現在高見込額 

当該年度中 
起債見込額 

当該年度中 
元 金 償 還 
見 込 額 

千円 千円 千円 千円 千円 

１普 通 債 302,634 284,549 49,400 66,315 267,634 

合 計 302,634 284,549 49,400 66,315 267,634 
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